・相談支援連絡会の事業報告（現状と課題）
１、相談支援連絡会の目的と 内容 
（１）障がい者相談支援システムの構築
· 三好町の障がい者相談支援システムを構築する。
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サービス利用意向調査　課題抽出一覧（８月）

継続

新規

2

新規

知的

16

男

知的養護学校

他者と上手く関わりながら生活して欲しい。そのため

に、サービスを利用したい。

コード一覧

�@福祉施設利用者の一般就労への移行に関すること

�A訪問系サービスに関すること（居宅介護、移動支援など）

�B日中活動系サービスに関すること（生活介護、就労継続、地域活動支援センターなど）

�C居住系サービスに関すること（ＧＨ、ＣＨなど）

�D相談支援の充実に関すること

�E日中一時支援事業に関すること（短期入所、日中短期入所、障害児タイムケアなど）

�Fその他地域生活に関すること（余暇のこと、緊急時のこと、医療のこと、将来的なことなど）

男

知的養護学校

町内に余暇活動の場所がないので、あればよい。

継続

日中短期入所事業所がもっとあればよい。

短期入所できる場所を探して、利用したい。

日曜日に利用できる移動支援の事業所があるとよ

緊急時に利用できる事業所があるとよい。

9

本人に合う仕事を探すための就業体験などの機会が

あるとよい。

利用事業所の仕事の内容により多くの選択肢がある

とよい。事業所スタッフと個別に話し合う時間がほし

将来的なことを考え、宿泊体験を行ってほしい。

町内のサービス機関など、いつ・どのサービスを利用

したらよいかよく分からない。

発達障害を持つ子の進路先について相談できるとこ

ろがあるとよい。

日中活動先との情報交換のため、連絡ノートなどが

あればよい。

知的

18

男

就労移行

視覚障害者も参加しやすい日中活動場所があるとよ

い。

緊急の通知など、読むことができないので困る。

ゴミの集積場所が自宅から遠く、搬出に困っている。

緊急時に利用できる事業所があるとよい。

養護学校の進路指導の仕方に不満があった。

仕事を行ううえで、職員と顔と名前が一致しておら

ず、不安がある。一致しやすくなるよう配慮して欲し

移動支援で送迎を行ってもらえるとよい。

障害児タイムケアの事業所が増えるとよい。

移動支援で通学の同行を行ってもらいたい。

将来に向けて、仕事の体験（接客など）ができる場所

があるとよい。

収入が少なく働きたいが、利用できるサービス事業所

がなく、預けられないので働くことができない。

将来的にはケアホームで暮らせるとよい。

困っていること、ニーズ

学校卒業後が一般就労させたいが、父母の見解に相

違があり、不安もある。

福祉制度の無知。

学校の対応（進路指導・相談）に疑問がある。

将来的にはＧＨを希望。

家族が対応できないときの支援体制など、福祉基盤

が整っているとよい。

項目は第２期障害福

祉計画より抜粋。

これにより、どの項目

が未達成か、優先度

が高いかなどを把握

していく。

→昨年度まで障がい者の相談支援システムがしっかりと統一されていなかったが、障がい者相談支援事業の委託事業所が増えたことで検討することとなった。
→システムの案を連絡会で諮り、適宜修正を加えていくこととなった。

（２）障がい福祉サービスの支給決定プロセスの検討
· 自立支援給付・地域生活支援事業（以下、「障がい福祉サービス」という。）の支給決定プロセスの検討、見直しを行う。

→障がい福祉サービス支給申請段階から相談支援担当者としての習慣計画表（ケアプラン）を作成し、そのプランに必要なサービス量を申請してくる手順になった。

（３）障がい福祉サービス利用意向調査（訪問調査）の実施、ニーズの把握

· 障がい福祉サービスの利用意向調査（訪問調査）を利用者全員に実施。
→訪問調査を各相談支援事業所にも依頼して２人一組で訪問。障がい福祉サービスの支給量や利用状況を確認してくる。そのときに、障がい者本人や保護者の困っていること、ニーズなどを直接聞いてきている。

（４）障がい福祉サービスの支給決定量の確認

· 訪問調査の結果（情報）を相談支援連絡会に諮り、各相談支援担当者が共有する。

→新規で障がい福祉サービスの利用申請をされた方、すでに障がい福祉サービスの支給決定を受けている方の障がい福祉サービスの支給決定量の確認を行う。

（５）個別支援会議の開催

· 必要に応じて、相談支援連絡会で、または随時で個別支援会議を行っていく。

→相談支援連絡会で障がい福祉サービス支給量の検討や情報の共有化を行うことで、相談支援や個別支援会議が必要なケースが浮かんできた。
→訪問調査から相談支援につながったケースも増え、連絡会の場で個別支援会議を行うこともあった。
（６）相談支援専門員の質の向上と連携

· 相談支援専門員の質の向上と連携に向けた取り組みを実施。

→各相談支援担当者に、三好町の障がい者福祉（支援）の状況等を知ってもらうための課題を出し、調べてもらった。また、事務局が企画した研修にも積極的に参加してもらっている。
→障がい者相談支援担当が月に１回程度集まり、各事業所の現状や課題についての情報を共有化することで、相談支援事業所同士の連携をはかっている。

２、今年度のスケジュール（予定）

	内容
	４～６月
	７～９月
	１０～１２月
	１～３月

	システム構築
	○案提出、検討
	○現状、課題確認
	○内容修正
	○方向性検討

	支給決定プロセスの検討
	○案提出、検討
	○実施
	
	

	訪問調査

ニーズ把握
	○実施方法検討
	○実施及び報告
	
	

	支給量確認
	○実施方法検討
	○連絡会で実施
	
	

	個別支援会議
	○会議随時
	○連絡会で実施
	
	

	専門員質向上

事業所連携
	○課題を出す
○研修随時

○連絡会開催
	○課題提出
	
	

	協議会全体

（参考）
	6月 児部会(1)
保育士向け研修

（ほぼ毎月）
	8・9月
保健師向け研修

（保護者対応、豊田市こども発達センター視察）
	10月 全体会

11月 児部会(2)
12月 全体研修

(発達障がいについて)

	ＰＲイベント 2月

2月末 児部会

3月末 全体会


３、三好町障害者相談支援事業について
相談の対応の仕方
昨年度まで、福祉課が受けた相談は、ケースによってひかりの丘と分担している。ひかりの丘やサン・クラブが三好町の委託事業で関わった相談は件数や内容が把握できているが、その他の事業所が受けた相談は事業所の許容範囲内で、各事業所が個々に対応していた。協議会が発足し、今年度は委託相談支援事業所が増えたので、相談の件数や内容を把握しやすくするためにも、ケースの分担を明確にした。
（１）福祉課に相談が入った場合
福祉課に入った相談は、福祉課とひかりの丘（サン・クラブ、希望）や相談支援連絡会でスクリーニング（打ち合わせ）をし、どの事業所に対応してもらうか検討する。考え方は以下のとおり。
1 対象者の持つ障がいに着目
障がい特性を配慮し、各事業所の持つ専門性を生かした相談支援を行う。
例）しおみの丘、わらび福祉園　→　知的障がい児・者
　　ひかりの丘　　　　　　　　→　身体障がい児・者、重度心身障がい児・者

サン・クラブ、希望　　　　→　精神障がい者の一部　等

2 住んでいる地域に重点

例）しおみの丘　　→　北部

　　わらび福祉園　→　南部

　　ひかりの丘、サン・クラブ、希望、福祉課　→　その他

3 処遇困難ケース
例）福祉課　　　　→　関係機関が多く、行政主導の方が支援しやすいケース
　　ひかりの丘　　→　緊急時等に迅速、柔軟な対応が求められるケース

サン・クラブ、希望　→　精神科（医療）との連携が不可欠なケースの一部
（２）各相談支援事業所に相談が入った場合
　　相談を受けた事業所ができる限り対応する（ワンストップ）。個別支援会議が必要と判断すれば、自立支援協議会事務局（福祉課）に開催を依頼。相談支援事業所同士でネットワークを構築し、それぞれの事業所が孤立しないようにお互いにサポートしていく。相談受付の段階で対応が困難と判断した場合は、対象者の了承を得た上で事務局に連絡し、指示を仰ぐ。
＊福祉課に相談が入った場合


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象者やその家族等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スクリーニング

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（相談支援連絡会等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で打ち合わせ）


障がい特性？
居住地区？…



連携
以下、障がい者相談支援研修の講義（障がい者ケアマネジメントの手法）を参考に、必要に応じて個別支援会議を開催して対象者の相談に対応していく。

＊各事業所に相談が入った場合


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象者やその家族等



受付


連携
相談を受け付けた事業所ができる限り対応する。（ワンストップ）

しおみ、わらびが相談受付の段階で対応が困難と判断した場合…




対象者の了承を得た上で福祉課等に連絡。連絡を受けたところは各事業所をバックアップしつつ対応していく。

４、障がい福祉サービスの支給決定プロセスについて

（通常）
利用希望者


行きやすい方へ


　　

障がい福祉サービスの利用希望を伝え、

訪問調査申請兼同意書　提出

↓

地域別で訪問調査事業所決定

	地域
	主担当
	副担当

	北部
	しおみの丘
	ひかり、わらび、社協

	中部
	ひかりの丘
	しおみ、わらび、社協

	南部
	わらび福祉園
	しおみ、ひかり、社協

	困難、入所者
	福祉課、ひかりの丘
	その都度



訪問

相談受付・認定調査



主・副担当で協議したうえで支給申請書　提出
（サービス支給申請書、概況調査表

　　　週間サービス計画表、調査報告書）

↓

福祉課　審査、支給決定

↓
受給者証郵送

↓

　　　　　　　　　　　　　　事業所紹介、仲介、同行など　　　　１年ごとに意向調査

（緊急の場合）
利用希望者

　　　　　　　　　　行きやすい方へ


　　

障がい福祉サービスの利用希望を伝え、

訪問調査申請兼同意書、支給申請書　提出

↓

福祉課　審査、（仮）支給決定

↓
受給者証郵送

↓

事業所紹介、仲介、同行など
後日

地域別で訪問調査事業所決定

	地域
	主担当
	副担当

	通常と同じ



訪問

相談受付・認定調査



主・副担当で協議したうえで支給申請書　提出
（サービス支給申請書、概況調査表

　　　週間サービス計画表、所得確認同意書）

↓

福祉課　審査、（本）支給決定

↓
受給者証郵送（訂正があった場合）

５、ニーズ調査一覧（参考）

６、障害者相談支援事業等における個人情報保護の基準
１、三好町障害者相談支援事業について
（1） 障害者相談支援事業（以下「相談支援事業」という。）所において、相談支援事業で対応した障害者（以下「対象者」という。）の個人情報については、原則として①相談を受け付けた者（同事業所の相談支援事業担当者も含む。）、②相談支援事業所の管理者、③役場福祉課に留め、データや書類に関しては厳重に管理する。
（2） 相談支援事業を行う中で、個別支援会議等、他の相談支援事業所や関係機関の協力が得たい場合は、対象者に対し趣旨を説明した上で情報提供について同意を得る。なお、その場合、対象者に対し個人情報を開示する上での効果を分かるように伝える配慮が必要である。
（3） 対象者からの情報提供同意を得ないまま、相談支援事業対応についての助言等を相談支援圏域アドバイザーや他事業所の相談支援事業担当者などから得たい場合は、氏名などの個人情報は伏せた上で概況を説明し、助言を得る。
（4） 相談支援事業担当者は、障害者相談支援事業用 個人情報保護に関する誓約書を町に提出しなければならない。なお、相談支援事業担当者ではない別の職員が相談支援事業を行う場合も、障がい者相談支援事業用 個人情報保護に関する誓約書を提出しなければならない。
２、障がい福祉サービス利用意向調査
（1） 障がい福祉サービス利用意向調査（以下「サービス利用意向調査」という。）については、愛知県が実施する障害程度区分認定調査員研修を受講した者のみが行えることとする。
（2） サービス利用意向調査で得られた対象者の個人情報については、原則として①調査を行った者、②役場福祉課に留め、データや書類に関しては厳重に管理する。（事前に配布する「障がい福祉サービス利用意向調査案件資料」についても、相談支援連絡会参加者以外は閲覧不可とする。）
（3） サービス利用意向調査で得られた情報は、個人を特定できる情報は伏せた上で相談支援連絡会に諮ることを対象者に説明し、その同意を得た上で、同意書を提出してもらう。
（4） サービス利用意向調査から相談支援に展開した場合以後の個人情報の取り扱いについては、１に定める基準に沿うこととする。
（5） サービス利用意向調査実施者は、障がい福祉サービス利用意向調査用 個人情報保護に関する誓約書を町に提出するものとする。
７、地域支援マップ作成プロジェクトについて

（１）経緯と目的
· 今年度から、障害福祉サービスを利用している方のご自宅を相談員が年に１回（誕生月）は訪問して、サービス利用の状況と困っていること（ニーズ）などを聞くことになる。

· 調査は町内相談支援事業所の相談員（もしくは調査員）が行っているが、調査に行く相談員によって情報の質や量に違いがあってはならず、共通の情報を持つ必要がある。
· 町内の障害福祉に関わっている方、もしくは関わろうとしている方にとって、分かりやすい資料が必要。
以上のような理由から、相談支援連絡会の中で地域支援マップ（パンフレット）を作成すべきという意見が出た。そこで、相談支援連絡会とは別にプロジェクト（マップ作成チーム）を設け、計画的に作成していくこととなった。
作成チームの構成員は、相談支援事業所に所属する方のうち、三好町障害者自立支援協議会会議に直接参加していない方を募った。（より多くの方に自立支援協議会に参加してもらい、その主旨を理解してもらうため。）
（２）作成チームの構成員
　構成員に事務局とリーダー、アドバイザーを置く。

	事業所名
	職種
	氏名
	備考

	しおみの丘
	施設長
	松平　幸彦
	アドバイザー

	
	支援員
	坂野　あずみ
	

	わらび福祉園
	職業指導員
	柿下　大悟
	HPリーダー

	ひかりの丘みよし
	生活支援員
	木村　和央
	パンフリーダー

	生活支援センターひかりの丘
	生活支援ワーカー
	戸村　智香
	

	三好町社会福祉協議会
	在宅サービス課係長
	村松　正憲
	

	三好町福祉課
	主事
	清水　慎太郎
	事務局


（３）作成スケジュール（案）
ＨＰ掲載用は年内を目処に完成予定。同時進行でパンフレットの原案も作成していき、２～３月に完成予定。遅くても新年度より配布開始。
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